
為替週間展望＝ドル円は狭いレンジでのもみ合いか

　　　　　　　　　　［４月２７日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 20 日～ 4 月 24 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  107.55   108.04(23)    107.28(21)    107.62   +0.08

ユーロ・ドル  1.0875   1.0897(20)    1.0753(24)    1.0760   -0.0115

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    19,262.00     -635.26     日本10年債利回り  -0.011   -0.038

ダウ平均株価    23,515.26     -727.23     米10年債利回り     0.602   -0.040

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２７日　日銀金融政策決定会合・金融政策発表

２８日　日本３月有効求人倍率、日本３月雇用統計

　　　　米２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米４月消費者信頼感指数

２９日　ＮＺ３月貿易収支

　　　　豪第１四半期消費者物価指数

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　独４月消費者物価指数速報値

　　　　米第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、２８～２９日））政策金利発表

　　　　パウエル議長記者会見

３０日　日本３月小売業販売額、日本３月鉱工業生産指数速報値

　　　　中国４月製造業購買担当景気指数

　　　　スイス３月小売売上高

　　　　スイス４月ＫＯＦ先行指数

　　　　独４月雇用統計

　　　　ユーロ圏３月雇用統計

　　　　ユーロ圏第１四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　ユーロ圏４月消費者物価指数速報値

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　カナダ３月鉱工業製品価格

　　　　米新規失業保険申請件数、米３月個人所得・支出

　　　　米第１四半期雇用コスト指数

　　　　米４月シカゴ購買部協会景気指数

１日　　豪第１四半期生産者物価指数

　　　　英４月ＣＩＰＳ製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）

　　　　米４月ＩＳＭ製造業景況指数、米３月建設支出

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米経済指標の悪化は重石となるものの、米国での経済活動再開への

期待感もあり、ドル円は方向感を探るような動きとなっている。ドル円は１１０円を上

抜くような力強さはないものの、１０５円を割り込むような円高にもなりにくく、ドル

円は一進一退の動きになるとした。

　　　　

【原油が史上初のマイナス圏に暴落】

　新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、原油の需要が減少して、貯蔵施設が満杯に
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なりつつあり、納会を控えたＮＹ原油期近５月限が２０日に暴落して史上初のマイナス

圏に沈んだ。納会を控えて期近５月限を売って、６月限を買うオペレーションなども５

月限の下げに拍車をかけた。２１日にはプラス圏で納会を迎えたものの、期近に回った

６月限は大きく値を崩した。

　　

　世界の原油需要が大幅に落ち込んでいる。需要の落ち込みは日量３０００万バレルに

達するといわれる中、ＯＰＥＣプラスで合意した１０００万バレル程度の減産では不十

分との見方が原油売りにつながった。ＯＰＥＣプラスが５月に緊急会合を開催すると報

じられて、追加減産への期待感などから、２２日以降には原油価格は上昇に転じてい

る。米国株は２０日、２１日と連日で急落した後、２２日に急反発するなど荒れた動き

を見せた。

　　

　こうした中でもドル円は静かな動きとなっている。２０日以降はおおむね１０７円台

前半から１０８円台前半でのもみ合いとなっている。ユーロは弱く、対ドル、対円でも

ユーロ安となっている。ただ、対ポンド、対豪ドルなど対他通貨ではドル買い、円買い

に一方向には傾いていない。

　　

【中央銀行の金融政策に注目】

　４月２７日の週には中央銀行の金融政策決定会合などが集中している。２７日には日

銀金融政策決定会合が開催される。新型コロナウイルスへの感染防止の観点から２７～

２８日にわたって開催される予定が、２７日のみの開催となった。現在、年８０兆円と

している国債購入の上限を撤廃する見通し。さらに企業の資金繰り支援のため、社債や

コマーシャルペーパー（ＣＰ）の買い入れを倍増させるとみられる。これらの対策が株

価の支援になれば、円売りの動きに傾く可能性も出てきそうだ。

　　

　４月２８～２９日には米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）が開催される。米連邦準備

制度理事会（ＦＲＢ）は３月以降に積極的に行動を起こしている。３月３日に０．５％

の緊急利下げ、３月１５日に緊急のＦＯＭＣを開催して１．００％の大幅利下げや量的

緩和策（ＱＥ）の復活を決めた。その後、ドルキャッシュ確保のため流動資産への売り

が膨らんでドル高の流れが続いていたことで、３月２３日にＦＲＢは量的緩和を無制限

に行う緊急措置を決定した。

　　

　さらに３月３１日にＦＲＢが外国の中銀へのドル資金供給開始を決定して、緊急避難

的なドルキャッシュの手当てが抑えられた。４月９日には２兆３０００億ドル（約２５

０兆円）の緊急資金供給策を決めた。企業の社債などの買い取りなどを実施して、資金

繰りを支援する。今回のＦＯＭＣで一段の支援策を出してくるようだと、米国株の安定

を通じて各国の株価や為替の安定につながるとみられる。ただ、ドル円の動きはそれほ

ど極端な動きとはならないだろう。

　　

　ドル円は１０７円台を中心とするもみ合いが続いているが、上下にそれほど極端な動

きは見込みにくい。１１０円に迫るような力強さには欠けているが、一方で１０５円に

迫るような円高も想定しにくい。こうした中、ドル円は比較的狭いレンジでのもみ合い

となりそうだ。ドル円の目先の予想レンジは、１０６．５０～１０９．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２７日に日銀金融政策決定会合・金融政

策発表、２８日に日本３月有効求人倍率、日本３月雇用統計、米２月Ｓ＆Ｐケースシ

ラー住宅価格指数、米４月消費者信頼感指数、２９日に米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、

米第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、２８～

２９日）政策金利発表、パウエル議長記者会見、３０日に日本３月小売業販売額、日本

３月鉱工業生産指数速報値、米新規失業保険申請件数、米３月個人所得・支出、米第１

四半期雇用コスト指数、米４月シカゴ購買部協会景気指数、１日に英４月ＣＩＰＳ製造

業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）、米４月ＩＳＭ製造業景況指数、米３月建設支出など

がある。

　　

【ユーロ圏の景気悪化がユーロの重石に】

　欧州中央銀行（ＥＣＢ）は２２日に緊急の理事会を開催して、資金供給の際の担保基

準を一部緩和することを決めた。現時点で担保として認められている債券なら、今後格

下げされても担保として認める。イタリア国債などを念頭に置いた措置とみられる。



　　

　なお、３月１２日にＥＣＢは量的緩和策を拡大すると発表。３月１８日には７５００

億ユーロの緊急債券購入プログラムを導入している。４月３０日のＥＣＢ理事会では各

国への金融支援のために一段の措置が取られるとみられる。

　　

　２３日に発表されたドイツ、フランス、ユーロ圏の製造業と非製造業の購買担当者景

気指数（ＰＭＩ）は軒並み予想や前回値から大きく下振れしている。これがユーロ売り

の動きにつながった。実体経済の悪化に伴う経済指標の下振れは市場の想定以上に深刻

となっている。こうした中、ユーロドルは引き続き上値の重い展開が見込まれる。ユー

ロドルの目先の予想レンジは、１．０５５０～１．０９００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２９日にＮＺ３月貿易収支、豪第１四半期

消費者物価指数、独４月消費者物価指数速報値、３０日に中国４月製造業購買担当景気

指数、スイス３月小売売上高、スイス４月ＫＯＦ先行指数、独４月雇用統計、ユーロ圏

３月雇用統計、ユーロ圏第１四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値、ユーロ圏４月消費者

物価指数速報値、欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、カ

ナダ３月鉱工業製品価格、１日に豪第１四半期生産者物価指数、英４月ＣＩＰＳ製造業

購買担当者景気指数（ＰＭＩ）などがある。
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